
一般社団法人茨城県経営者協会

https://www.ikk.or.jp　  Email info@ikk.or.jp

No.655
NOV.202511 茨城経協

経営者協会ホームページ
https://www.ikk.or.jp/

01	 県西地区支部／古河坂東地区支部主催
	 「小山工業高等専門学校（小山高専）」見学会
03	 科学技術委員会主催
	 「茨城県産業技術イノベーションセンター」視察会
05	 委員会報告
	 総務委員会／経営教育委員会／科学技術委員会／青年経営研究会

08	 支部だより
	 �県北地区支部／日立地区支部／土浦石岡つくば地区支部／	

取手龍ヶ崎地区支部

10	 新入会員のご紹介（2社）
11	〈士業の広場〉遺言書で経営のバトンをつなぐ
	 〈根本香司法書士事務所 代表 根本香氏〉

12	〈寄稿〉「大学就職支援の現状と、低学年次のキャリアに対する準備」
	 〈（株）マイナビ 茨城支社長 木村純弥氏〉

13	〈寄稿〉偏屈爺の甘辛放談㊴「高市政権スタート＝自維連立の思惑」
	 〈元茨城新聞社 論説委員長 小沼平氏〉

14	〈寄稿〉NPO情報 Vol.300
	 〈茨城NPOセンターコモンズ 代表理事 横田能洋氏〉

15	 茨城経協「ビジネス交流会2025」のご案内

青年経営研究会 全国大会 in 京都青年経営研究会 全国大会 in 京都経営教育委員会 国内企業視察会経営教育委員会 国内企業視察会

県西地区支部・古河坂東地区支部 県西地区支部・古河坂東地区支部 
小山工業高等専門学校 見学会小山工業高等専門学校 見学会 県北地区支部・日立地区支部 会員交流会県北地区支部・日立地区支部 会員交流会



茨城経協 2025 年 11月号

1

　10月27日（月）、県西地区支部（支部長 保坂賢司氏 ㈱スミハツ 取締役 常務執行役員 管理本部長）
と古河・坂東地区支部（支部長 伊藤浩一氏 積水ハウス㈱ 業務役員 東日本プロダクトセンター長 兼 
関東工場長）は「独立行政法人 国立高等専門学校機構 小山工業高等専門学校（以下、小山高専）」にて、

「産学懇談会・学校見学会」を開催した。当日は、茨城高専・福島高専のオブザーバー参加も含め31
名（27社）での開催となった。
　小山高専見学会は、主催者を代表し保坂支部長のご挨拶によって開会。保坂支部長からは「このよ
うな交流を通じ、企業と学校の相互理解を深め、産学連携の土台構築に寄与することを期待していま
す」との話があった。
　つづいて、小山工業高等専門学校長 鶴見 智氏からは、学校側挨拶を兼ねてグローバルエンジニア
の育成やSTEAMプロジェクト等のキーワードに基づく本校の教育方針の話を頂戴した。

○県西地区支部 支部長 保坂賢司 氏　　　　　　 ○小山工業高等専門学校長 鶴見 智 氏

　その後、見学会参加者は２グループに分かれての学校見学会に移行。約１時間の行程で本校学生の
実習風景や学校施設・設備の状況を見聞した。

○ものづくり教育研究センター

○地域イノベーションサポートセンター

○思索Factory

県西支部・古河坂東支部 共催「産学懇談会＆学校見学会」県西支部・古河坂東支部 共催「産学懇談会＆学校見学会」
～小山工業高等専門学校（小山高専）見学会～～小山工業高等専門学校（小山高専）見学会～
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　学校見学会後は、休憩を挟み、「産学懇談会」と称して「学校概要説明・取組紹介・学生活動の紹介」
が行われた。

○副校長（総務主事）一般科・教授　柴田美由紀氏 の学校概要説明・取組紹介
○２年 機械工学コース 学生 の研究発表
○１年 電気電子創造工学コース 学生 の研究発表

　続いての「産学懇談会」は下記４名による「教員の研究紹介」が行われた。

○機械工学科・教授　今泉文伸 氏	 ○物質工学科・准教授　加島敬太 氏

○建築学科・助教　文野 光 氏	 ○電気電子創造工学科・教授　大島心平 氏

　本日の最終行程は「小山高専地域連携協力会 および 共同研究」についての案内。
校長補佐（研究主事）・地域イノベーションサポートセンター長 大島心平氏による当校協力会の活動
内容や、共同研究における実績を発表いただき閉会となったが、学校スタッフと参加者による名刺交
換が活発に行われ、産と学の相互理解が深まる貴重な機会となった。
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　10月31日（金）、科学技術委員会（委員長 澤俊詩氏 キヤノン㈱ 執行役員 取手事業所長 取手工場長）
は「茨城県産業技術イノベーションセンター（以下、ITIC）」にて、「行政懇談会・研究視察会」を開
催した。当日は22名（16社）の参加があった。
　ITIC視察会は、澤委員長・深澤敏幸センター長のご挨拶によって開会。澤委員長からは「科学技
術委員会は、茨城県行政に対し、当会会員の意見提言を発信していくことを目的として発足した経緯
がありますが、産官相互の知見を踏まえた技術交流があってこそ、県内企業の技術力向上が図れるも
のと思います。この視察会がその契機となるようでしたら幸いです。」とのお話しがあった。
　また、深澤センター長からは「当センターの研究員・設備を見聞いただき、今後の自社技術向上に
向けた一助として余すことなく活用いただきたい。」との挨拶をいただいた。

　お二方の挨拶後は、行政懇談会として「センター概要紹介」「センター取組事例発表」が行われ、
県内産業技術の振興に向けたITICの取組みや、研究職員によるタイムリーかつ“目から鱗”の基礎技
術等についての発表があった。

○産業連携Ｇ 主任研究員 山下 宏氏	 ○研究推進Ｇ 主任研究員 磯 直樹氏
○センター概要紹介	 ○宇宙ビジネスへの取組み

○ＩＴ・マテリアルＧ 技師 中山恵介氏	 ○フード・ケミカルＧ 主任研究員 飛田啓輔氏
○メンテナンスドローンの高機能化	 ○免疫機能を高める納豆菌の高度利用技術

科学技術委員会 主催「行政懇談会 ＆ 研究視察会」科学技術委員会 主催「行政懇談会 ＆ 研究視察会」
茨城県産業技術イノベーションセンター視察会茨城県産業技術イノベーションセンター視察会
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ITICとの懇談会終了後は、休憩を挟み、研究視察会へ移行。
参加者は３グループに分かれて、ITICが持つ知見と設備を体感。AI・ロボット・カーボンニュート
ラル・ヘルスケア等の研究開発の推進、ビジネスプラン構築研修やコワーキングスペースの活用によ
る企業のビジネス創出支援、企業の新製品・新技術開発などに対するコンサルティングや技術支援業
務 等々を見聞。全行程において学びの深い視察会となった。

○衛星等の姿勢制御技術	 ○ＶＲ技術

○３Dプリンター応用技術	 ○ドローン制御の実演

○ダイカストマシンシステムの稼働見学	 ○異種金属材料の接合技術

○清酒製造技術	 ○新ビジネス支援グループ取組み紹介
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総務委員会 令和７年度 第３回 総務委員会を開催
次期３ヵ年の中期計画「第11次中期運営要綱」のスローガンと骨子を協議

経営教育委員会 国内企業視察会を開催

委 員 会 報 告 N O V . 2 0 25 C o m m i s s i o n  r e p o r t

総務委員会（委員長 小松崎光
一氏  （株）常陽銀行 取締役専
務執行役員）は、11月４日（火）、
常陽銀行本店会議室で、令和７
年度第３回目となる総務委員会
を開催、事務局含め13名が出
席した。

始めに、小松崎委員長より
「これまでに頂いたご意見を踏
まえ、本日は基本方針と骨子を
固めて参りたく、引き続き忌憚
のないご意見を頂きたい」と挨
拶。その後、加藤専務理事より
挨拶後、小松崎委員長の進行に
より協議が進められた。

会議冒頭においては、事務局
から10月末現在の第10次中計

の進捗状況（会員数1341
社・参加率54.8％）につい
て説明・報告が行われた。

続いて、第11次中計の
骨子たるスローガン等につ
いて協議がなされ、委員か
らの意見を集約した事務局
案「つながりと体験から生
まれる“実感”を原動力に、会
員と地域の未来を共に創ります」
で、取り纏めていくことが了承
された。このスローガンは「AI
には出来ない茨城経協ならでは
の活動こそが会員企業と地域の
未来にとって重要なもの」との
思いが込められている。

各委員からは「このスローガ

ンを踏まえ、会員企業にとって
満足度の高い事業を展開してい
くことで、真に必要とされ続け
る組織にしていって欲しい」と
の意見が寄せられた。

今後は、今回の委員会で出た
次期中計細部の意見を反映さ
せ、年明け１月開催の委員会で
新中計を完成させる方針。

経営教育委員会（委員長 篠原
智氏 （株）筑波銀行 代表取締役
専 務）は、10月23日（木）～10
月24日（金）の２日間、「多様性
を活かす現場から学ぶ、持続可
能な企業経営」～TOTOに見る
“障がい者雇用”と“ものづく
り”～をテーマに、福岡県への
国内企業視察会を開催した。

初日は、九州国立博物館を訪
問した。博物館の設立は、近代
日本美術の先駆者であり、北茨
城市五浦で晩年を過ごした岡倉
天心が構想を提唱したことに端
を発する。アジア文化交流の拠
点として誕生した同館では、開
館20周年記念特別展「法然と
極楽浄土」を見学し、日本とア
ジアの精神文化のつながりを感
じることができた。続いて、太
宰府天満宮を参拝した。現在、
御本殿の大改修に伴い、藤本壮
介氏設計による「特別な仮殿」
が公開されており、自然と調和
した美しい建築デザインを間近

に体感することができた。
２日目は、障がい者雇用の

ロールモデル企業として知られ
るサンアクア TOTO（株）を訪
問。同社は福岡県・北九州市・
TOTOの共同出資による特例子
会社であり、全社員144名のう
ち約６割を超える93名が障が
いのある社員（うち重度障がい
者37名）で構成されている。代
表取締役社長 宗加奈子氏より、
設立経緯や職場づくりへの想
い、そしてハード・ソフト両面
での働きやすい環境整備など、
先進的なノーマライゼーション
の実践についてご講話をいただ
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経営教育委員会 「第４期 年末調整・税務会計セミナー」開催

科学技術委員会 第２回 科学技術委員会を開催

経営教育委員会（委員長 篠原
智氏 （株）筑波銀行代表取締役
専 務）は10月30日（木）に「第
４期 年末調整・税務会計セミ
ナー」を茨城県産業会館にて開
催し、経理担当者を中心に37
名の参加者が集まった。

講師に、税理士法人コンパ
ス・ロイヤーズ 代表社員 CEO 
井野武士氏をお招きし、年末調
整の実務上のポイントや定額減
税への対応、財務諸表の基礎知
識やインボイス制度、電子帳簿

保存法、法人税関連の最近の改
正などについてご講義をいただ
いた。

参加者からのアンケートでは
「３年連続の受講となりました。
資料の作り込みが良く、トーク
となじんで理解が進みま
す。毎回、改正箇所等の肝
の部分に時間を割いていた
だいているところも受講者
側に立っており好印象で
す。」、「今年度から初めて年
末調整業務に携わります。

何もわからないところからの参
加でしたが、わかりやすい説明
でした。用語の説明が始めに
あったので、後の説明も戸惑う
ことなく聞けました。」などの
声が寄せられた。

科学技術委員会（委員長 澤俊
詩氏 キヤノン（株） 執行役員 
取手事業所長 取手工場長）は、
10月31日（金）、「茨城県産業技
術イノベーションセンター」で
の「行政懇談会・研究視察会」
開催後、場所を移し、本年度 

第２回 科学技術委員会を開催
し、令和８年度における当委員
会の具体的な活動計画について
協議検討を行った。

澤委員長より「会員企業の技
術振興に寄与する委員会活動と
なるよう、忌憚のないご意見等

をお寄せいただきたい」との挨
拶から開会が宣せられた。

いた。工場見学では、社員一人
ひとりが生き生きと働く姿や、
様々な工夫を凝らした生産体制
を目の当たりにし、参加者一同
大いに感銘を受けた。

続いて TOTO ミュージアム
を視察。TOTOミュージアムは
TOTO（株）本社と同一敷地内

にあり、当日は館長 古賀淳一
氏に概要をご説明いただいた
のち、同社ガイドにご案内い
ただき創業当時の精神から最
新技術に至るまで、TOTOの

「ものづくり」と社会貢献の歴
史に触れた。同社は経済産業
省と東京証券取引所が選定する
「健康経営銘柄」に2025年も選
ばれ、10回連続の選定を達成
している。人と環境にやさし
い「環境アイテム100」を取り
入れた建築設計や展示構成に
も、持続可能な企業経営への
強い意志が感じられた。

今回の視察を通じて、多様性
を尊重しながら持続可能な経営
を実現するためのヒントを数多
く得ることができた。障がい者
雇用とものづくりの両面から、
改めて「人を活かす経営」の在
り方を考える貴重な機会となっ
た。
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事務局からは前回委員会にお
ける委員各位のご意見を反映さ
せた「令和８年度活動計画（案）」
が複数提示され、視察会等の候
補先を選定した。第３回 科学
技術委員会においては、視察先
の受入れ可否を含めた更なる絞

り込みを行っていく方針。
委員会開催後は、茨城県産業

技術イノベーションセンターの
深澤センター長を交えての交流

懇親会を開催。産官連携の礎と
なる情報交換が行われるような
交流会となった。

青年経営研究会 第50回 経営者協会 青年部会 全国大会が京都で開かれる

青年経営研究会（会長 鈴木達
二氏 鈴縫工業（株） 代表取締役
社 長）は、10月16日（木）～17
日（金）、京都市のホテルグラ
ンヴィア京都にて“第50回 経
営者協会 青年部会 全国大会”
が開かれ、220名を超える青年
部メンバーが一堂に会した。

式典では、はじめに、京都経
営者協会 青年経営者部会 中井
章雄実行委員長が開会宣言をさ
れ、その後、主催者挨拶として
京都経営者協会 青年経営者部
会 中尾哲弥部会長、歓迎挨拶
として京都経営者協会 前川重
信会長、来賓挨拶として京都府 
西脇隆俊知事が挨拶をされ、そ
の後、各青年部会の紹介がなさ
れた。

併設の記念講演では、（株）
堀場製作所 代表取締役会長兼
グループCEOの堀場厚氏より

「ターニングポイントにどう行
動するか」と題して解説。堀場
氏からは、技術や品質、信頼、
価値観のいずれにおいても「妥
協しない姿勢」の重要性を強調
され、組織を活性化させるため
には、社員一人ひとりの秀でた
部分を積極的に伸ばす教育や働
き方が不可欠であると述べられ
た。また、人材育成や組織文化
のあり方にも言及し、チャレン
ジを受け止める風土づくり、人
を育てるための継続的な投資、
そして求心力のある組織づくり
の重要性などについても具体的
にお話しをいただいた。

記念講演後には、円卓
着席形式の交流懇親会が
開かれ、京都市 松井孝
治市長の挨拶に続き、地
域でご活躍されている
方々による演目披露や、
次回の主管を予定してい

る石川県経営者協会 若手経営
者の会によるPRが行われた。

翌日には、関西屈指の名門ゴ
ルフ場「城陽カントリー倶楽部」
にて記念ゴルフ大会が開催され
たほか、エクスカーションでは

「妙心寺」や「天龍寺」を訪れ、
住職による心を整える坐禅と法
話を体験するなど、青年部メン
バー間の交流を深めたのち、散
会となった。
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県北地区支部（支部長 和田祐
司氏 ㈱アドサポート代表取締
役社長）と日立地区支部（支部
長 家次晃氏 日立埠頭㈱取締役
社長）は、10月25日（土）、五浦

庭園カントリークラブにおいて、
会員交流会を開催した。

当日は、天候が心配された
が、予定どおり無事に開催する
ことができた。

本交流会は「会員相互の交流
を図り企業連携を密にする」た
めに開催し、合計33名（24社）
が参加した。

県北地区支部 会員交流会を開催

B r a n c h  o f f i c e  r e p o r t支 部 だ よ り N O V . 2 0 25

県北地区支部（支部長　和田
祐司氏　（株）アドサポート代
表取締役社長）と日立地区支部

（支部長　家次晃氏　日立埠頭
（株）取締役社長）は10月29日
（水）、五浦観光ホテルにて県

北・日立地区支部合同特
別講演会・交流会を開催
した。

講師には、（株）Legaseed
代表取締役 近藤悦康氏を
お招きし、「人が惹かれ、

人が活躍する会社のつくり方」
をテーマにご講演いただいた。

参加者からは、「採用という
会社として重要な課題に対して
新たな考え方や顧客目線の考え
方を入れていただきました。と

ても参考になりました。」「活躍
する人財がいれる環境作りは考
えた事もなく、目から鱗でした。」
との感想が多く寄せられた。

講演終了後は、会場隣室にて
交流懇親会が開催され、近藤氏
にもご出席いただいた。懇親会
では、講演内容を踏まえた意見
交換や情報共有が活発に行わ
れ、支部会員同士の交流を深め
る有意義な機会となった。

県北・日立地区支部 県北・日立地区支部合同の特別講演会を開催
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土浦・石岡・つくば地区支部
（支部長 塩谷智彦氏 ㈱東京電
機 代表取締役）は、11月５日

（水）、宍戸ヒルズカントリーク
ラブ・西コースにおいて、会員
交流会を開催した。

本交流会は「会員相
互の交流を図り企業連
携を密にする」ために
開催し、合計28名（24
社）が参加した。

当日は、秋晴れの空
のもと、和やかな雰囲

気の中でプレーを楽しみなが
ら、ビジネスの垣根を越えた交
流がなされた。

土浦・石岡・つくば地区支部 会員交流会を開催

取手・龍ヶ崎地区支部（支部
長 岡久正俊氏 キリンビール

（株）執行役員取手工場長）は、
10月21日（火）取手ウェルネスプ
ラザにて、支部講演会を開催した。

冒頭では、岡久支部長より本
会合の趣旨、ご挨拶が述べら
れ、キリンビールの新商品「グッ
ドエール」のご紹介を頂いた。
続いて公開講演会に移り、今年
度は「他責・依存を脱却し、自
立・自責の考え方で行動できる
マインドを醸成　世代間ギャッ
プ マ ネ ジ メ ン ト」と 題 し、
JMDA教育研修センター取締
役の伊藤和人氏より、ご講演を
頂いた。伊藤氏は、キノシタグ
ループにて採用戦略部を立ち上
げ、採用責任者として従事、

１万人以上の面接や戦略的な採
用を行い、グループの発展に寄
与された経験を持つ。

講演では、現代の職場におい
て、世代間の価値観や働き方の
違いがコミュニケーションやマ
ネジメントに影響を及ぼしてお
り、こうした世代間ギャップの
背景を理解し、組織としてどの
ように対応すべきかを学ぶ機会
となった。

伊藤氏は、「世代間ギャップ
の要因として、育った時代背景
や教育制度の違いが挙げられ
る。バブル世代は終身雇用や年
功序列を前提とした価値観を持
ち、出世意欲が高い。一方、ミ
レニアル世代やZ世代はワーク
ライフバランスや自己実現を重

視し、職場における上
下関係よりもフラット
な関係性を好む傾向が
ある。教育制度の変化
により、相対評価から
絶対評価へと移行した
ことも、競争意識や達

成意欲の違いに影響を与えてい
る。」と述べられ、こうした世
代間の違いを乗り越えるために
は、マネジメントの在り方を見
直す必要がある。部下のタイプ
に応じた「シチュエーショナル・
リーダーシップ」の活用や、傾
聴・説明・観察を通じた信頼関
係の構築が重要である。また、
外発的動機（報酬や義務）より
も内発的動機（成長や貢献）に
着目した育成が、持続的な成果
につながる。と説明された。

本研修を通じて、世代間の違
いを「ズレ」ではなく「多様性」
として捉え、互いの価値観を尊
重しながら共に成長する組織づ
くりの重要性を再認識する機会
となった。参加者からも「相対
評価に引き上げるための背景、
考え方、対応が理解できた」、

「社内でも世代間ギャップにつ
いて様々な問題があり、特に若
者に対しての育成、理論がとて
も参考になった」との意見が寄
せられた。

取手・龍ヶ崎地区支部 世代間ギャップマネジメントをテーマに講演会を開催
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新入会員紹介 �  

日本の科学・産業分野の発展を担い、その
最先端で挑戦の日々を送る研究者の皆さまに
寄り添って継続的にサポートしていきたい。
そんな志を原点として、私たち UNICO は
1986年、ステンレス製グローブボックスの
専門ブランドとして誕生しました。
「UNICOに関わるすべての人が幸せになる

こと」。この企業理念を胸に、私たちはグロー
ブボックスとガス循環精製装置を大学・民間
企業等の研究機関に提供し、最先端研究の成
就に貢献すべく日々努力を続けています。

当社は1978年、リズム株式会社の製品修
理を担う専門会社として設立されました。

以来、誠実なものづくりと丁寧なサービス
を大切にしながら、1989年の物流部門との
統合を経て、時計修理・物流事業を中心に歩
みを続けてまいりました。

私たちの強みは、お客様の立場に立って考
え、行動する「高品質なサービスの提供」に
あります。ISO9001およびプライバシーマー
クの認証を取得し、社内の自主管理サークル
などを通して、日々改善と挑戦を重ねています。

また、修理と物流が一体となった独自の仕
組みを活かし、「技術力のある物流倉庫」とし
て、より付加価値の高いサービスを追求して
います。

物流事業では、国内外からの入庫・保管か
ら全国各地への出庫までを一貫して担い、自
動倉庫による効率化や、記念品の名入れ・包
装、ピッキング、梱包などの流通加工にも柔
軟に対応しています。

お客様からの「ありがとう」の言葉が、私
たちの大きな励みであり、成長の原動力です。

これからも「顧客満足度の向上」を合言葉
に、全従業員が心をひとつにして、信頼され
る企業を目指してまいります。

今後とも変わらぬご支援とご愛顧を賜りま
すよう、心よりお願い申し上げます。

D
ata

株式会社UNICO
■代表取締役社長 兼 CEO　若生 哲史

所在地/守谷市緑2-25-10
業 種/製造業

D
ata

リズムサービス株式会社
■代表取締役社長　大嶋 卓之

所在地/筑西市藤ケ谷字大崎
1500番地

業 種/物流、倉庫業
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会員向けサービス【士業ネットワーク】にご在籍の士業会員の皆様から実務に役立つ情報をわ
かりやすく解説いただき、発信してまいります。

経営者の皆様におかれましては、事業承継に
関して検討されている方は多くいらっしゃると
思います。

事業承継の手段にはいくつかの選択肢がある
と思いますが、今回は遺言書について取り上げ
たいと思います。

先日、ご経営者様から「自分の急逝時に対応
できる内容の遺言書を作成したい」とのご相談
を賜りました。“自分が健全な内に事業を承継

（あるいは廃業）することができればいいが、突
然自分がいなくなった場合に家族に迷惑をかけ
たくない”という強いお気持ちがありました。
ご意向をお聞きし、遺言書の作成・定款変更・
会社の登記事項の一部変更等の対策を行うこと
になりました。

経営者様の突然の死亡により、会社の経営が
立ち行かなくならないよう、事前に対策する一
つの方法として遺言書はとても役立ちます。遺
言書によって、後継者に財産権と経営権を適切
に集約し承継させることができ、遺留分への配
慮や付言事項で思いを伝えるなどの工夫により、
相続人間のトラブルを軽減（あるいは消滅）させ
ることができます。

遺言書は主に自筆証書遺言・公正証書遺言が
あります。前者は紙とペンと印鑑があれば一人
で作成することができ気軽ですが、その反面、
形式不備による無効のおそれがあることや家庭
裁判所における検認手続きが必要（※）となりま
す。一方後者は、公証人の立会のもと作成する

遺言で、遺言書の原本（および電子データ）が公
証役場に保管されるため紛失することがなく、
形式不備や一部の相続人による改ざん・破棄等
の恐れがありません。遺言書を作成するなら公
正証書の方法によることをぜひ検討して頂きた
いと思います。（※法務局の自筆証書遺言書保
管制度を利用すると検認手続きは不要。）

遺言書が無い場合は、相続人間で遺産分割協
議を行うこととなります。遺産分割協議は、財
産をどのように分配するかを相続人間で決めて
行くことが主な目的となり、会社の将来の発展
を前提とした経営権の承継に関しては十分な配
慮ができない可能性があります。財産権の公平
な分配と経営権の適切な集約と承継は、両立困
難な場合が多いのです。

遺言書を作成する際には、「遺言執行者」の指
定もして下さい。遺言執行者は、遺言書の内容
を実現する大切な役割を担います。相続人や受
遺者、弁護士・司法書士等の法律専門家、法人
を指定することも可能です。遺言書は手続きを
するためのツールでもあります。的確な手続き
を行うことのできる信頼できる人を選ぶことが
重要です。

遺言書を作成するには、法律の知識や遺言執
行時の手続きに関する知識と経験が参考になり
ます。遺言に詳しい専門家に相談して頂き、経
営者様の資産と経営のバトンをつなぐ準備をし
て頂ければと思います。

【シリーズコラム　士業の広場　第36回】

遺言書で経営のバトンをつなぐ

根本香司法書士事務所
根本　香氏 氏
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高市政権スタート＝自維連立の思惑
　７月に行われた参院選で自民党が大敗し、昨
年10月の衆院選に続き少数与党となってから
３カ月の間に政界の構図は激変した。石破茂前
首相の政権への居座りと退陣、自民党総裁選で
高市早苗氏が選出。さらには公明党の自公連立
からの離脱を経て、新たに自民と維新が閣外連
立を締結して高市早苗首相が誕生し、現在に
至っている。
　この一連の動きの中で、特に与野党を巻き込
んでの首相選びは近年まれに見る大政局となっ
た。当初、自民は与党の単独過半数を目指して
国民民主に連立への秋波を送っていた。一方で
野党第一党の立憲民主は政権奪還へ向け国民、
維新に共闘を呼び掛けた。この状況下で高市氏
は10月14日の講演で「自民党総裁にはなった
が首相になれないかもしれない女と言われてい
るかわいそうな高市早苗です」とあいさつ。首
相選びが緊迫化する中で、笑うに笑えない自虐
ネタを披露した。
■優柔不断な国民民主
　そうした状況下で、国民民主の玉木雄一郎代
表が自民、立憲双方に煮え切らない対応を示す
中、翌10月15日には自民と維新がまさに電撃
的ともいえる連立協議を行い大筋合意の方向で
まとまった。まさに「政界は一寸先は闇」を象
徴するかのような出来事だった。この日、維新
の藤田文武、立憲の野田佳彦、国民の玉木各代
表は野党連立を協議するため午後４時から３党
首会談に臨んだ。しかし、その２時間後には維
新の吉村洋文代表（大阪府知事）が上京し、高
市自民党総裁と連立協議を進め大筋で合意し
た。まさに近年まれに見る政治ドラマを見てい
るようだった。
　維新の電光石火ともいえる決断の背景に何が
あったのか。さまざま想像するが、玉木氏の本

気で政権取りを考えているとは到底思えない優
柔不断な言動があったことは否めない。さらに
は立憲の小沢一郎氏が10数人のグループを率
いて自民との連携を画策しているとの憶測が飛
び交い、それを避けたかった自民と維新の思惑
が一致し、連立を早めたのではとの見方もある。
　「政治は結果である」と言われる。頭だけで考
えて口先だけの理屈のみを並べ立てて何ら実行
が伴わず、結局「何もできなかった」石破茂前
首相への失望、落胆こそがそれを証明している。
その意味では国民民主の玉木代表も同じであ
る。逆にそれが現在の高市政権への期待となり、
高支持率につながっていると言えるかもしれない。
■高い若者層の支持
　高市政権への有権者の期待度は高く、政権発
足から２週間後のJNN世論調査では支持率
82％。特に20代、30代の若者層の支持が高く、
30代以下の男性では実に９割に及ぶ（10月
25、26日に実施した朝日新聞世論調査）。先の
参院選では19歳から39歳の若い世代の投票率
が大幅に上昇。その結果、投票率を押し上げ、
自・公の大敗、現役世代の負担軽減を訴えた参
政党や国民民主の躍進につながった。そうした
若者層や現役世代の期待感が、今は高市政権の
支持率を押し上げていると思われる。ただ、肝
に銘じておかなければならないのは自民党に対
する政党支持率は28・９％にとどまり、相変
わらず低迷が続いているということだ。
　高市首相は就任直後からトランプ大統領との
日米首脳会談をはじめ無難なスタートを切っ
た。各種世論調査での支持率も高く、順調な滑
り出しといえよう。しかし、繰り返すが「政治
は結果である」。たとえば目前の物価・経済対
策などで目に見えた結果が出せなければ国民は
一挙に失望、支持率も急落することは自明の理
である。

（2025年11月７日）

偏屈爺の甘辛放談㊴
元茨城新聞社　論説委員長  小

お
沼
ぬま

　平
たいら
氏
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　移民とは「国境を越えた居住
地の移転を伴う移動をする人」
をさし、日本には、長い期間滞
在できる在留資格をもつ外国人
が在住外国人の６割となってい
ます。この数字だけでも日本は
移民国家といえます。永住者は
全体の 4 分の 1 で、90 万人を
超えています。一時滞在型移民
は留学生や技能実習生ですが、
これらの資格の人も留学生が就
職して就労資格に変更したり、
技能実習生が特定技能に移行す
るなどで、長く滞在する道は存
在しています。
　政府関係者は、移民政策はな
いかのような発言をしますが、
それは積極的に広く受け入れる
という意味での政策はないとい
う意味で、実際には、移民の受
け入れに関する政策は存在して
きました。その政策の変更プロ
セスを知り、他国と比較するこ
とをしていこうと思います。
　以下の論考は、日本の移民に
ついて客観的なデータをもとに
解説している２冊の著書をもと
にしました。１冊目は、今年出
版された「ニッポンの移民～増
え続ける外国人とどう向き合う
か」（著者：是川夕氏）で、著
者の是川氏は、国立社会保障・
人口問題研究所で国際関係部長
を勤めている人です。２冊目は、
2019 年に出版された「移民と
日本社会～データで読み解く実

態と将来像」（著者：永吉希久
子氏）です。
　日本は他の先進国のように、
戦後復興のためなどの目的でま
とまった数の移民を政策的に受
け入れる政策はとってきません
でした。戦前は南米などに移民
を送り出していましたが、日本
の入管制度は、日本の旧植民地
の朝鮮・韓国・台湾などの人た
ちの管理と帰国促進からスター
トしたと言われています。こう
した人は、オールドカマーとい
われて 1990 年代に来日した日
系ブラジル人などはニューカ
マーとよばれています。

日系人と技能実習生という労働
移民受入れ
　在日朝鮮韓国の人向けに特別
永住という資格ができた時期
に、かつてブラジル、ペルー、
フィリピンなどに移民として
渡った日本人の子孫に対して限
定的に定住者という在留資格を
設けて受け入れを行いました。
その人達は 2008 年のリーマン
ショックまではデカセギと呼ば
れ、当初はお金が貯まったら帰
国する層が多かったのが、その
後も多くの人が日本に定住しま
した。定住者には、幅広い権利
が認められたのも要因のひとつ
と思われます。
　その後、1993 年に設けられた
のが技能実習の制度でした。技

能実習生は、名目上は日本の技
術を海外に移転するための社会
貢献を目的とした研修とされまし
たが、実態は労働であり、日系
人と同様の労働移民でした。日
本は「単純労働は受け入れない」
ことを基本としてきましたが、実
際には、日系人も、技能実習生も、
留学生も安価な労働力としての
需要が日本の経済界にあり広く
受け入れられてきたといえます。
　技能実習生と日系人の定住者
の違いは、前者には滞在できる
期限が決まっており、転職も家
族の帯同も認められていません
が、後者は永住になることも可
能で、家族を帯同できたことで
す。日系人は職種も選べる資格
でしたが、日本語教育の機会が
殆どなく、実際には機械工場、
食品加工工場などが多く、介護
を除きサービス業などへの職域
拡大はおきていません。雇用契
約も正社員は少なく、最初は派
遣社員、現在も多くは有期の契
約社員で安定した仕事について
いるとはいえません。リーマン
ショックの際にまず解雇された
のは日系人でしたし、日本人の
担い手が集まらない早朝や深夜
労働の担い手として、雇用の調
節弁として位置付けられてきた
といえます。日本が欧米の移民
政策と異なる点は、労働移民を
中心に受け入れてきたことがあ
ります。（つづく）

シリーズ「日本の移民社会と会統合」 その１

移民や移民政策とは何か、 
日本には移民政策はあったのか

茨城NPOセンターコモンズ　代表理事  横田　能洋氏
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拝啓　平素は当会活動につきまして、格別のご指導ご協力を頂き厚く御礼申し上げます。
この度、会員間の年末のご挨拶を兼ねた、ビジネス交流会を開催させて頂くこととなりました。
　ミニ講演会では、苗字研究家として、テレビ番組に多数ご出演されております、髙信 幸男氏をお
招きし、茨城に因んだ苗字と地名に関する講演を予定しております。
　交流懇親会では、ワインコーナーやビールコーナーも用意させていただきますので、万障お繰り合
わせの上、是非ご参加（※代表者様のご都合がつかない場合、代理の方をご派遣下さい）下さいます
よう何卒宜しくお願い申し上げます。  敬具

記

１．日　時　　�令和７年12月11日（木）16：00～18：30（受付15：30～） 
16：00　オープニング 挨拶　笹島 律夫 会長（㈱常陽銀行取締役会長） 
16：05　ミニ講演会「名字には隠れた日本文化がある」

講師：苗字研究家　髙信 幸男氏

大子町出身の苗字研究家、法務省勤務の元官僚。東京法務局人権第一課長・首席登記官・民事行政部
次長等を歴任し、2017年３月退官。16歳から研究を開始。この間、電話帳を基に全国を旅し全国の
珍名さん等を直接、取材。その研究結果を出版。また県、市町村、大学等での講演や、テレビ、ラジ
オ等の番組監修、出演をする等、幅広く活躍。●TV番組：NHK；「ファミリーヒストリー」、「いばっ
ちゃお～教えて髙信先生～」など多数。

　　　　　　　17：05　交流懇親会（～18：30）�※お勧めのワイン、ビールなどご用意いたします 
※名刺をご持参ください。

２．会　場　　L’AUBE kasumigaura（茨城県土浦市川口2-11-31、JR土浦駅東口より徒歩約５分）
３．参加費　　無　料（交流懇親会ご参加の場合、8,000円/名 を頂戴致します）
４．申込方法　�12月８日（月）までにメール、または 

Webフォーム（https://e-ve.event-form.jp/event/115632/20251211） 
にてお願いいたします。 
お申込み頂いた方に別途参加票はお送り致しませんので予めご了承下さい。

５．問合先　　経協事務局　Tel：029-221-5301　Fax：029-224-1109　Eメール：info＠ikk.or.jp

年末のご挨拶を兼ねた交流懇親会年末のご挨拶を兼ねた交流懇親会
ミニ講演会：苗字研究家 髙信 幸男氏

茨城経協「ビジネス交流会 2025（12/11開催）」参加申込書
会社名 Tel

住　所 〒 連絡用
Ｅメールアドレス

役職名 ミニ講演会・交流
懇 親 会 の出欠を
チェック下さい

ミニ講演会 交流懇親会

ご氏名 □ 参加する
□ 参加しない

□ 参加する
□ 参加しない

役職名 ミニ講演会・交流
懇 親 会 の出欠を
チェック下さい

ミニ講演会 交流懇親会

ご氏名 □ 参加する
□ 参加しない

□ 参加する
□ 参加しない

※今回の参加者のデータにつきましては、請求書の送付及び参加者・講師への名簿配布以外の目的では使用しません。
※３名以上ご参加を希望される際は、参加申込書をコピーの上、お知らせ下さい。

茨城経協「ビジネス交流会2025」のご案内

⇩お申込はこちら⇩
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常陽銀行はどなたでも

ご利用しやすい銀行を

めざしています。

人に優しい銀行をめざして

16
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株式会社 日立製作所　株式会社日立パワーソリューションズ　株式会社 日立ハイテク　日立グローバルライフソリューションズ株式会社　Astemo株式会社
株式会社 日立ビルシステム　株式会社 日立産機システム　株式会社 日立インダストリアルプロダクツ　日立オリジンパーク
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茨城事務所
〒310-0803　水戸市城南 1-1-6　サザン水戸ビル４階
TEL　029-231-6044　　FAX　029-233-3602

18

茨城トヨタ自動車株式会社
水戸市千波町 1887　〒310-0851
℡ 0120-090110
https://www.ibaraki-toyota.jp/
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無料経営相談（士業ネットワーク）の
ご案内
セカンドオピニオンとしての
経営相談にもご活用ください!

　当会では、会員士業（税理士・公認会計士9名、社会保険労
務士19名、司法書士8名、行政書士5名、弁理士2名、弁護士
1名、不動産鑑定士1名）のご協力のもと、「士業ネットワーク」 
を立上げております。 
　会員の皆様が事業を推進していく上での様 な々課題や二一
ズ等が発生した際、お気軽に、専門家である士業に相談ができ
る体制が整っておりますので、是非ご活用ください。 
例えば

ご相談は初回無料です。当会士業会員の方 へ々のご相談の取り
継ぎを行ってまいります。つきましては、お悩み事がございました
ら、事務局宛にお気軽にお問い合わせください。 

一般社団法人 茨城県経営者協会事務局（佐々木・沼尻） 
TEL：029-221-5301 
　 FAX：029‒224‒1109 
 E-MAIL：sasaki@ikk.or.jp

・年末調整時の定額減税への対応、電子帳簿保存法やイン
ボイス制度への対応のご相談 

・財務書類作成、法人税、相続税等の会計業務・税務に係る
ご相談 

・経営改善・事業承継支援・働き方改革等の経営コンサル
ティングについてのご相談 

・業務改善助成金、ものづくり補助金等、各種助成金のご活
用、申請方法に関するご相談 

・メンタルヘルス・ハラスメント対応等を始めとした各種労
務管理、賃金制度の整備、人事制度、就業規則の見直しの
ご相談

・勤怠システム導入・クラウド化、テレワーク化等の業務 IT 
化の支援 

・営業許認可の取得・申請等に関するご相談
・行政関係手続きの電子申請のご支援又は代行に関するご

相談 
・外国人労働者の在留資格取得・帰化申請等手続きに関す

るご相談
・土地の売買や役員変更、株式発行等の不動産・商業登記

に係るご相談 
・特許・商標等の取得に係るご相談　etc

本件に関するお問い合わせ先


